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熊本県・金利上昇に関する企業の影響度調査 
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借入金利の上昇に対して、企業の 54.1％が業績に「マイナスの影響がある」と考えていた。具体

的には、「返済負担の増加」や「利益の減少」、「資金繰りが厳しくなる」を挙げる企業が多かった。

一方で、「金利収入の増加」「利益の増加」などという意見もあった。また、借入金利が 1％上昇し

た場合には、価格転嫁（値上げ）などの対応策を考える企業も多く、返済負担が増えると考える

企業が主流であった。 

 

※  調査期間は 2025 年 3 月 17 日～3 月 31 日。調査対象は熊本県 360 社で、有効回答企業数は 111 社（回答率

30.8％） 

※  本調査における全国版の詳細データは、帝国データバンクホームページ（https://www.tdb.co.jp）のレポートカテゴ

リにある協力先専用コンテンツに掲載している  
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 日本銀行は 2024 年 3 月、マイナス金利政策を転換して政策金利を引き上げた。さらに、同年 7 月に

0.25％、2025 年 1 月に政策金利を 0.5％程度への引き上げを決定した。その後、長短プライムレート

が上昇するなかで、住宅ローン金利をはじめ金融機関による各種金利も上昇が続いてきた。今後も、市

場金利や借入金利の上昇が見込まれる。 

そこで、帝国データバンク熊本支店は、借入金利上昇による企業への影響などについて調査を実施し

た。本調査は、TDB 景気動向調査 2025 年 3 月調査とともに行った。 

 

 

借入金利の上昇、企業の 54.1％が業績に「マイナスの影響」 

 

借入金利が上昇した場合の業績への影響について尋ねたところ、「マイナスの影響がある」と考えてい

る企業は 54.1％となった。「プラスの影響がある」は 3.6％、「影響はない」は 25.2％となり、これらを

合計しても 3 割未満にとどまった（図表 1-a）。 

「マイナスの影響がある」を業界別にみると、『運輸・倉庫』が 100.0％と最も高く、『農・林・水産』

（66.7％）と『卸売』（60.0％）が 6 割を超えた。（図表 1-b）。 

 

図表１  借入金利の上昇による業績への影響～全体、業界別～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的影響では「返済負担が増える」が 78.3％でトップ 

 

 借入金利の上昇で業績に「マイナスの影響がある」企業にその具体的影響を尋ねたところ、「返済負担が

増える」が 78.3％（複数回答、以下同）で最も高かった。次いで、「利益が減る」は 58.3％と半数を占めたほ

か、「資金繰りが厳しくなる」（31.7％）が続いた。  

(a)業績への影響  (b)「マイナスの影響」割合～業界別～  
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 企業からは、  

・「今までの金利が異常である。為替についても異常な円安状態の改善が望まれる」（農・林・水産）  

・「借入金利の上昇は困る」（飲食料品卸売）  

・「省人化による雇用環境の悪化が懸念される」（専門商品小売）  

・「利上げによって金融機関の金利が上がると借り入れしにくくなり、物が買いにくくなることによって需要が

減少し、価格が下がるという流れで影響がでる」（メンテナンス・警備・検査）  

などの声が聞かれた。  

 一方で、業績に「プラスの影響がある」企業では、「金利収入が増える」（75.0％）、「利益が増える」

（25.0％）と続いた。  

 

図表２  借入金利の上昇による具体的影響（複数回答）  

 

 

自社事業への対処、「事業内容は変えない」が最多、「利益率の

高い事業を拡大」は 20.3％ 

 

借入金利の上昇で業績にプラスまたはマイナスの影響がある企業に対して、自社の事業での対処法を尋

ねたところ、「事業内容は変えない」が 62.5％で最も高かった。以下、「利益率の高い事業を拡大する」

（20.3％）、「利益率の低い事業から撤退する」（6.3％）、「利益率の低い事業を縮小する」（4.7％）、「新し

い事業に参入する」（1.6％）となった。金利の上昇にともない、より利益率の高い事業への注力と利益率の

低い事業の縮小により経営資源を集めようとする動きがうかがえる。  
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図表３  借入金利の自社事業への対処法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金利 1％上昇で、「財務体質の改善」「価格転嫁（値上げ）」を実施 

 

 今後、借入金利が 1％上昇した場合、どのような対策を行うか尋ねたところ、「財務体質を改善する」が

28.8％（複数回答、3つまで。以下同）で最も高かった。以下、「価格転嫁（値上げ）を行う」（23.4％）、「金利

の引き下げ交渉を行う」（19.8％）、「借入金を前倒しして返済する」（13.5％）と続いた。  

 企業からは、  

・「余剰資金を投資に多く回す」（建設）  

・「無借金を目指す」（情報サービス）  

・「3 月で全ての借入金返済が終了するため、金利上昇は問題ない」（専門サービス）  

・「今のところ借入金はないので影響は少ない」（紙類・文具・書籍卸売）  

・「借入金の支払いが 2025 年度で終了し、今のところ運転資金の借入予定はないため、影響はないと思わ

れる」（放送）  

などの意見が聞かれた。  
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図表４  借入金利が 1％上昇したときに行う対策（複数回答、3 つまで）～上位 10 項目～  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 

 本調査の結果、借入金利が上昇した場合、企業の 54.1％が自社の業績に「マイナスの影響」を見込んで

いた。特に「返済負担の増加」や「利益の減少」を懸念する企業が多かった。実際に、中小企業からは「企業

活動や個人消費によくない影響が出やすい。景気はさらに悪化しそう」（卸売）といった意見もあがっていた

が、これが企業の直面している実態を表している。  

 一方では、利益率の高い事業の拡大や、逆に利益率の低い事業の縮小・撤退などを視野に入れる企業も

少なくない。こうした傾向は、企業体質を強化し、高収益企業へとつながる重要な視点となる。また、借入金

利が 1％上昇した場合に、価格転嫁（値上げ）で対応する企業も 2 割以上あった。  

 熊本県では、そのような状況下で中小企業向け制度融資を設けている。具体的には、資材高騰や物価高、

人手不足等の経営課題に対応するために生産性向上や事業発展等に取り組むとき（熊本県生産性向上等

緊急支援資金）、資材高騰や物価高、人手不足等の影響を受け、事業再生等に取り組むとき（熊本県経営

改善資金（経営改善・再生支援強化型））、米国関税措置の影響を受けるとき（熊本県金融円滑化特別資金

（米国関税対策枠））などを設けて中小企業の支援を行政も行っており、このような制度融資を有効に活用

していくことが必要であろう。  

 「金利のある世界」においては、従来の低金利下で得られた成功体験から意識を切り替える必要があり、

価格転嫁など利益を確保する経営を進めることが、企業が成長するカギになるだろう。  


